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第 2節 自転車利用者と歩行者の 
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 世界初の自転車道は、1800 年代後半にオランダで建設された 4)。地形的条件から急
速に自転車が普及したことにより危険な馬車との分離を図る目的であった。また、1800
年代にはイギリスで既に歩道が設置されており、歩道設置の先進国であった。我が国で
自転車通行空間が初めて建設されたのは、元田ら 5)により 1921（大正 10）年より前に
自転車道が出来ていた可能性はあると述べられている。しかし、実際自転車道がいつ整
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備されたのかについて明らかな記述があるのは 1938（昭和 13）年としている。1938
（昭和 13）年には東京市板橋區志村町で自転車道が竣工した。その総幅員は 25m であ
り、断面構成は歩道 3m、自転車道 3.5m、高速車道（今の車道に相当）12m、自転車
道 3.5m、歩道 3m であった。1964（昭和 39）年 3 月には徳島市佐古地区の国道 197
号の広い歩道を改造して自転車道が建設され、1965（昭和 40）年には新潟市国道 7 号
の万代橋で自転車通行帯が設置され、国道 8 号長岡市内、長崎市内、国道 1 号揖斐川橋
梁、長良川橋梁などで自転車道が設置されていた。1966（昭和 41）年当時にあった自
転車道は徳島市佐古地区と愛媛県今治市駅前のみであり、全国でも自転車道の総延長は




 国土交通省道路局が作成した 6)自転車および自動車の保有台数の推移を図 1-1-1に示
す。この図は、2008（平成 20）年に自転車産業振興協会が実施した調査の結果と国土
交通省が実施した自動車保有台数に関する調査結果に基づいて作成されている。1970
（昭和 45）年に約 2400 万台であった自転車保有台数が、1993（平成 5）年には約 7500






な増加傾向にあり、2008（平成 20）年には 69100 千台(1)、一世帯当たり約 1.3 台(2)の
自転車を保有している。また、平成 22 年の全国都市交通特性調査の結果によると、自
転車の代表交通手段分担率は全国平均で 13%(3)、大阪市では 28%(3)、東京 23 区では
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2008（平成 20）年における全体の交通事故件数は 766147 件であり、そのうち自転
車が関連する事故件数は 162525 件である 10)。1998（平成 10）年の各当事者の指数を
100 とした場合、2008（平成 20）年の指数は図 1-1-3 に示す通りである。これをみる
と、全体の交通事故件数は減尐しているが、自転車が当事者になった事故のみが増加し
ていることが分かる。また 2008（平成 20）年における死傷者数は 950659 人のうち自
転車乗車中における死傷者数は 162967 人であり、全体の約 17.1％を占めている。図
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6歳以下 7歳‐12歳 13歳‐15歳16歳‐18歳19歳‐24歳25歳‐54歳55歳‐64歳65歳‐74歳 75歳以上
歩行者
自転車
図 1-1-5 平成 20年の自転車関連事故と歩行者関連事故の年齢別比較 
全事故件数 自転車相互 自転車 対 歩行者









図 1-1-4 平成 10年と平成 20年における交通事故件数の比較 
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活発に行われるようになった。例えば、2008（平成 20）年 1 月には国土交通省と警察
庁が合同で全国 98 か所の都市を「自転車通行環境整備モデル地区 11)（以下、自転車モ
デル地区という。）」に指定した（図 1-1-6）。この自転車モデル地区事業は、沿道状況
と交通実態などを考慮して、歩行者や自転車、自動車の適切な分離を図ることを目的と
し、自転車通行空間の整備を促進するものであった。2008（平成 20）年 6 月には自転
車通行に関する罰則などを明確にした改正道路交通法が施行された 12)。また 2011（平
成 23）年 10 月には、警察庁により自転車の原則車道走行や違法自転車利用者への取り
締まり強化を柱とした自転車交通総合対策がまとめられた 13)14)15)16)17)。さらには 2012
（平成 24）年 4 月に“安全で快適な自転車利用環境の創出に向けた検討委員会”によ
り「みんなにやさしい自転車環境―安全で快適な自転車利用環境の創出に向けた提言―」
が国土交通省及び警察庁に提出され 18)、同提言に基づき国土交通省及び警察庁は、2012






（平成 24）年 6 月にとりまとめられた「社会資本整備審議会道路分科会建議等報告書
（以下、建議等報告書という。）」における自転車の記述が歩行者や自動車に比べ最も多
いと屋井 20)により報告されている。屋井の報告によると、2002（平成 4）年 8 月の建
議等報告書に記述されている自転車に関連する記述の回数は 8 回、歩行者 10 回、自動
車 28 回と自動車が最も多かった。一方、2012（平成 24）年 6 月の建議等報告書では、
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 国土交通省は、2010（平成 22）年 4 月現在の全国の道路延長は約 120 万 Km である
21)としている。図 1-1-7に示すように、歩道がなく歩行者や自転車、自動車が混在する
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写真 1-1-1  
愛知県名古屋市 桜通 
写真 1-1-6  
滋賀県草津市 県道 43号 
写真 1-1-3  
香川県高松市 市道五番町西宝線 
写真 1-1-4  
東京都江東区亀戸地区 国道 14号 
写真 1-1-5  
京都府京都市 国道 1号（五条通） 
写真 1-1-2  
愛知県名古屋市 国道 19号（伏見通） 
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敦賀市（写真 1-1-8、写真 1-1-9）、福井県大野市（写真 1-1-10、写真 1-1-11）を以下
に示す。また、福井県大野市の市道駅東線に設置されている「普通自転車専用通行帯」

























写真 1-1-7 東京都文京区 国道 17号 
写真 1-1-9  
福井県敦賀市 県道佐田竹波敦賀線 
写真 1-1-8  
福井県敦賀市 市道清水松陵線 
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量が多い道路では 4m 以上、その他の道路においては 3m 以上と示されている。また、













2011（平成 23）年 9 月には警察庁により幅員 3m 未満の自歩道において自転車通行
写真 1-1-11 福井県大野市 国道 476号 
写真 1-1-10  福井県大野市 市道駅東線 
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可の標識を撤去することが示された。これにより、2012（平成 24）年の 1 年間で「自
転車通行可」の標識を撤去した歩道は、2013（平成 25）年 5 月 25 日のＮＨＫの報道
によると全国 516 箇所、距離にして 356km であるとしている。 
 自歩道内の整備事例として、岐阜県岐阜市（写真 1-1-15、写真 1-1-16）、富山県富山
市（写真 1-1-17）、滋賀県大津市（写真 1-1-18）、京都府京都市（写真 1-1-19、写真 1-1-20）、
福岡県福岡市（写真 1-1-21）、福井県福井市（写真 1-1-22）、滋賀県草津市（写真 1-1-23）、































写真 1-1-16  
岐阜県岐阜市 ＪＲ岐阜駅南口付近 
写真 1-1-15 岐阜県岐阜市 県道 187号 
写真 1-1-17  
富山県富山市 国道 41号 
写真 1-1-18  
滋賀県大津市 国道 1号 
写真 1-1-19  
京都府京都市 御池通 
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写真 1-1-24 沖縄県那覇市 国道 329号 
写真 1-1-22  
福井県福井市 フェニックス通り 
写真 1-1-25 香川県高松市 国道 11号（中央通り） 
写真 1-1-23  
滋賀県草津市 国道 1号 
写真 1-1-21  
福岡県福岡市 県道 602号（渡辺通り） 
写真 1-1-20 
京都府京都市 府道 37号 
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が 2011（平成 23）年 9 月 12 日にされたため、今後自転車の一方通行規制を本格的に
行うことが可能となった 23)24)。既に 2012（平成 24）年 2 月 14 日（火）より静岡県静





























写真 1-1-26 富山県富山市 市道（城址大通り） 
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写真 1-1-27 埼玉県さいたま市 埼大通り 
写真 1-1-30 香川県高松市 菊池寛通り 
写真 1-1-28 京都府京都市 烏丸通 
写真 1-1-29 愛媛県松山市 千船町通り 
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写真 1-1-31 京都府京都市 六角通 
写真 1-1-32 香川県高松市紺屋町 丸亀町通り付近 
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うになった。昭和 20 年代から昭和 30 年代前半は、現在でいう通学路の安全対策が重
視され、教員や PTA が交通安全を呼びかけていた。しかし、単に注意を喚起する程度
のもので、交通安全指導を特別行う時代ではなかった。昭和 30 年代後半から昭和 40
年代前半の交通安全教育は、教室で授業として行われており安全な交通行動の習慣化や
実践意欲を育てるための指導が重要なテーマとなった。この時代は主として小学校での
交通安全教育の最盛期となった。昭和 40 年代後半から昭和 50 年代前半は、幼児の交
通事故が目立つようになったことから、昭和 42 年頃から幼稚園等での交通安全教育が
積極的に行われた。昭和 50 年代後半から昭和 60 年代前半には、高校生の交通事故が
増加し、特に高校生の二輪車による死亡事故の防止が重要課題であった。昭和 53 年に
は全国高等学校 PTA 連合会により、二輪車利用の全面的禁止が決議された。昭和 60
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本論文は第１章から第 6 章の構成とし、第 1 章では研究の背景、我が国における自転
車通行空間の整備状況とモデル事例、既往研究のレビュー、さらには、本研究の目的及
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法第 2 条第 1 項第 11 号の２により、ペダル又はハンド・クランクを用い、かつ、人の
力により運転する二輪以上の車であつて身体障害者用の車いす、歩行補助車等及び小児
用の車以外のものと規定されている。一般的に多く利用されている自転車は、道路交通
法第 63 条の 3 に規定されている「普通自転車」である。よって、本論で対象とした自
転車は普通自転車とした。 
普通自転車とは、車体の大きさ及び構造が内閣府令で定める基準に適合する二輪又は
三輪の自転車で、他の車両を牽引していないものをいう。また、法 63 条の 3 の内閣府
令で定める基準としては、道路交通法施行規則第 9 条の 2（普通自転車の大きさ等）に
より、次のように規定されている。 
一 車体の大きさは、次に掲げる長さ及び幅を超えないこと。 
イ 長さ 百九十 センチメートル 
















 道路交通法第 2 条第 1 項第 16 号に規定される、道路の交通に関し、規制又は指示を
表示する標示で、路面に描かれた道路鋲、ペイント、石等による線、記号又は文字をい
う。さらには、道路標識、区画線及び道路標示に関する命令に規定されていない、法定
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⑨ 「C.L 通行」 





⑩ 「W.L 通行」 





⑪ 「U.B 通行」 
本論は主に自歩道を対象としていることから、自転車利用者や歩行者が決められた通
行区分とそれ以外の通行区分を往来しながら通行している状態を「U.B 通行」とした。
U.B通行とは Using Both通行の略である。 
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道路交通法第 2 条第 1 項第 20 号には、車両等が直ちに停止することができるような
速度で進行することとしている。具体的な速度については、昭和 53 年の参議院での警
察庁答弁 42)で時速 4 kmから時速 5kmとしている。また、木戸 43)によると現実に自転車
の速度規制が行われている海外の場合、自転車利用者に徐行を求める際は概ね歩行時に









【第 1 章 補注】 
(1) 「自転車の国内市場の需要動向 平成 20 年 3 月から平成 21 年 2 月まで」（（社）自
転車協会）で示されている自転車の保有台数の全国合計値 
(2) 平成 20 年 3 月 31 日現在の「住民基本台帳に基づく人口・人口動態及び世帯数」（総
務省）で示されている全国の世帯数を用いて算出 
(3) 平成 22 年全国都市交通特性調査を用いた自転車分担率の算出方法： 
全国的における代表交通手段として自転車を利用したトリップ数 
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自転車利用者の行動実態 
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図 2-1-1 対象地区の位置と調査箇所 
 
（地図データ: ⓒ2013 Google, ZENRIN.） 
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2.2 調査概要 
歩道幅員や歩道状況の条件が異なる 2 タイプの歩道で、平成 24 年 11 月 22 日木曜日
12 時 30 分から 16 時 30 分に調査員の目視による調査を実施した。図 2-1-2に示すタ
イプⅠ（写真 2-1-4）の歩道幅員は 3m10cm であり、さらに商業施設が 56cm セットバ
ックして配置されていることから、自転車利用者と歩行者は歩道とセットバックした部
分（3m66cm）を通行している。タイプⅡ（写真 2-1-5）の歩道幅員は 6m68cm である
が、約 25m に及んで違法駐輪の自転車（放置自転車含む）によって幅 1m90cm が占有
されており、歩行空間は 4m78cm であった。自転車利用者が歩行者を回避したサンプ
ル数は、タイプⅠで 298 件、タイプⅡで 69 件であった。 






























写真 2-1-4 タイプⅠ 写真 2-1-5 タイプⅡ 
図 2-1-2 調査個所の概要 
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（   ：歩行者   ：自転車利用者） 
表 2-1-1 歩行者に対する自転車利用者の回避行動 
割合 ｎ値 割合 ｎ値 割合 ｎ値 割合 ｎ値
右側回避 50.0% 47.8% 45.2% 72.2%
左側回避 50.0% 45.5% 54.8% 27.8%
0% 6.7% 0% 0%
右側追い抜き 61.7% 55.5% 0% 0%
左側追い抜き 35.1% 38.9% 100% 100%











94 36 1 1
車道に進入し追い抜き
78 90 31 36
車道に進入し回避
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いる。調査日時は、平成 23 年 11 月 8 日火曜日の日没後の 17 時から 18 時 30 分及び 9
日水曜日の通勤・通学時間帯の 7 時 30 分から 9 時である。調査内容は自転車利用者の
違反行動、通行位置およびライト点灯の有無（日没後の調査）である。 
2.2 福井県福井市における調査概要 
県道 30 号の福井地方裁判所付近の自歩道で以下の調査を実施した。 
1) 再整備前調査 
平成 23 年 6 月 9 日木曜日 7 時から 9 時（通勤・通学時間帯）には、自転車利用者
の違反行動および通行位置を調査した。平成 23 年 6 月 30 日木曜日の 19 時から 20
時 30 分（日没後）には、ライト点灯の有無を追記し調査を実施した。さらに、平成




雨天時の調査は実施していない。日没後の調査を平成 24 年 11 月 8 日木曜日の 17












サスの平日 12 時間交通量の調査結果 52）によると、歩行者通行量は 1827 人であり、自
転車通行量は 3667 台である。また、自動車類の交通量は 28675 台であり、動力付き 2
輪車類は 4189 台である。 
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が 2.30m-2.40m、歩行者通行区分の幅員は 2.20m-2.30m であり、通行空間の幅員は
4.50m-4.70m と測定箇所によるばらつきがある。そこで独自に調査箇所の幅員を測定





日 12 時間交通量の調査結果 53）によると、歩行者通行量は 1983 人、自転車通行量は












表 2-2-1 京都市で対象とした自歩道の整備概要 
写真 2-2-1 京都市で対象とした自転車歩行者道の状況 
表 2-2-2 福井市で対象とした自歩道の整備概要 
（福井県福井土木事務所のデータに加筆） 
自転車 (m) 歩行者 (m) 区分線
自転車通行帯
の路面色
路面表示 看板柱 架空看板 物理的分離






自転車 (m) 歩行者 (m) 区分線
自転車通行帯
の路面色
路面表示 看板柱 架空看板 物理的分離
整備前 4.50 - 4.70 2.30 - 2.40 2.20 - 2.30 有 緑色 有 無 無 無
植栽
 (1.10m - 1.20m)
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その内訳は通勤・通学時間帯が 260 件、日没後は 379 件である。年齢層をみると、通
勤・通学時間帯は高校生以下 66 件（25.4％）、成人 176 件（67.7％）、高齢者 18 件（6.9％）




















写真 2-2-2 福井市で対象とした自転車歩行者道の状況 
（整備後） （整備前） 




高校生以下 66 (25.4%) 85 (22.4%) 151 (23.6%)
成人 176 (67.7%) 258 (68.1%) 434 (67.9%)
高齢者 18  (6.9%) 36  (9.5%) 54  (8.5%)
全体 (100%) 260 379 639
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図 2-2-1 京都市における年齢層別の交通法規違反行動の実態 
（カイ 2乗検定：1％有意） 
図 2-2-2 京都市における年齢層別の自転車の通行位置 
（※※：1％有意） 
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通学時間帯が 536 件、日没後は 108 件である。年齢層をみると、通勤・通学時間帯は
高校生以下 343 件（64.0％）、成人 163 件（30.4％）、高齢者 30 件（5.6％）であり、
日没後は高校生以下 53 件（49.1％）、成人 50 件（46.3％）、高齢者 5 件（4.6％）であ
った。雨天時の調査では、高校生以下 52 件（44.8％）、成人 56 件（48.3％）、高齢者 8
件（6.9％）であり、合計 116 件の自転車を観測した。 
整備後調査では、通勤・通学時間帯と日没後の合計は 651 件である。その内訳は通
勤・通学時間帯が 480 件、日没後は 171 件である。年齢層をみると、通勤・通学時間
帯は高校生以下 344 件（71.7％）、成人 108 件（22.5％）、高齢者 28 件（5.8％）であ





















備後には 13.5％と約 10％増加する結果となった。 
 
 







高校生以下 343 (64.0%) 53 (49.1%) 396 (61.5%) 52 (44.8%) 344 (71.7％) 83 (48.5％) 427 (65.6％)
成人 163 (30.4%) 50 (46.3%) 213 (33.1%) 56 (48.3%) 108 (22.5％) 73 (42.7％) 181 (27.8％)
高齢者 30  (5.6%) 5  (4.6%) 35  (5.4%) 8  (6.9%) 28  (5.8％) 15 (8.8％) 43 (6.6％)
全体 (100%) 536 108 644 116 480 171 651
整備後整備前
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する割合は整備前の 12.9％から整備後には 28.3%と整備前の 2 倍以上増加している。
このことから、整備後の自転車通行区分および歩行者通行区分の通行割合の減尐分だけ
自転車通行区分と歩行者通行区分を往来しながら通行する自転車利用者が増加したこ
















図 2-2-3 福井市における交通法規違反行動実態の整備前後比較 
（カイ 2乗検定：1％有意） 
図 2-2-4 福井市における自歩道の再整備前後における自転車利用者の通行位置 
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図 2-2-5 自歩道の再整備前における年齢層別にみた交通法規に関する違反行動実態 
（※※：1％有意） 
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図 2-2-6 自歩道の再整備後における年齢層別にみた交通法規に関する違反行動実態 
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行者通行区分を通行する割合が整備後には 13.3%と整備前の 27.8%に比べ 14.5%減尐
し、往来の割合は整備前の 12.1%から整備後には 34.4%となり 22.3%増加した。高齢者






























図 2-2-7 福井市における自歩道の再整備前における年齢層別の通行位置 
（カイ 2乗検定：1％有意） 
図 2-2-8 福井市における自歩道の再整備後における年齢層別の通行位置 
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の信号が設置されている交差点である。調査日時は、平成 23 年 11 月 8 日火曜日 7 時









平成 23 年 6 月 9 日木曜日 7 時から 9 時及び平成 24 年 11 月 22 日木曜日 7 時
30 分から 9 時には、並進の有無や信号無視の有無など交通法規に関する自転車利用
者の違反行動および通行方法に関する調査を実施した。 
② 日没後における調査 
平成 23 年 6 月 30 日木曜日 19 時から 20 時 30 分及び平成 24 年 11 月 8 日木曜
日 17 時から 18 時 30 分には、通勤・通学時間帯に調査を実施した項目に「夜間通 
                          第 2 章 自転車利用者の行動実態 









福井地方裁判所付近の一時停止標識のある信号の無い交差点で、平成 23 年 6 月 30







り、その内訳は通勤・通学時間帯 482 件、日没後 309 件である。年齢層をみると、通
勤・通学時間帯は高校生以下 180件（37.3％）、成人274件（56.6％）、高齢者28件（5.8％）
























高校生以下 180 (37.3%) 84 (27.2%) 264 (33.4%)
成人 274 (56.9%) 201 (65.0%) 475 (60.0%)
高齢者 28 (5.8%) 24  (7.8%) 52  (6.6%)
全体 (100%) 482 309 791
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図 2-3-1 京都市における年齢層別にみた交通法規違反行動実態（交差点） 
（※※：1％有意、※：5％有意） 
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に表 2-3-2に示す。平成 23 年の調査では、通勤・通学時間帯 537 件、日没後には 128
件のサンプル数を得ることができ、合計は 665 件である。その年齢層をみると、通勤・
通学時間帯は高校生以下 392 件（73.0％）、成人 139 件（25.9％）、高齢者 6 件（1.1％）
であり、日没後は高校生以下 74 件（57.8％）、成人 50 件（39.1％）、高齢者 4 件（3.1％）
であった。雨天時における調査では 105 件のサンプル数を得ることができ、年齢層別
では高校生以下 49 件（46.7％）、成人 45 件（42.8％）であり、高齢者のサンプル数は
11 件（10.5％）であった。 
平成 24 年に調査を行った結果では、通勤・通学時間帯 807 件、日没後 316 件のサン
プル数を得ることができ、全体で 1123 件であった。年齢層をみると、通勤・通学時間
帯には高校生以下 520 件（64.4％）、成人 244 件（30.2％）、高齢者 43 件（5.3％）で







図 2-3-2 京都市における年齢層別にみた交差点内での通行方法 








高校生以下 392 (73.0%) 74 (57.8%) 466 (70.1%) 49 (46.7%) 520 (64.4％) 106 (33.5％) 626 (55.7％)
成人 139 (25.9%) 50 (39.1%) 189 (28.4%) 45 (42.8%) 244 (30.2％) 182 (57.6％) 426 (37.9％)
高齢者 6  (1.1%) 4  (3.1%) 10  (1.5%) 11 (10.5%) 43  (5.3％) 28 (8.9％) 71 (6.3％)
全体 (100%) 537 128 665 105 807 316 1123
平成23年における調査 平成24年における調査
表 2-3-2 福井市における調査対象者の属性 
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4.2 自転車通行時における交通法規違反行動の実態 
1) 平成 23 年における調査結果 
































2) 平成 24 年における調査結果 
図 2-3-4には平成 24 年に調査を行った福井市の交差点における年齢層別にみた交通
法規違反行動の実態を示す。夜間通行時の無灯火に関する違反行動率は、高校生以下
図 2-3-3 平成 23年の調査における年齢層別にみた交通法規違反行動の実態（交差点） 
（※※：1％有意、※：5％有意） 
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1) 平成 23 年調査 
信号有の交差点における自転車の通行方法に関する福井市における平成 23 年の調査
結果を図 2-3-5に示す。カイ 2 乗検定を用いて年齢層別によって交差点での通行方法に
違いがみられるか検定を行った。その結果、年齢層別による通行方法に有意な差が確認
できなかった。 






図 2-3-4 平成 24年の調査における年齢層別にみた交通法規違反行動の実態（交差点） 
（カイ 2乗検定：※※1％有意） 
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2) 平成 24 年調査 
信号有の交差点における自転車の通行方法に関する福井市における平成 24 年に実施
した調査結果を図 2-3-6に示す。年齢層別により交差点での通行方法に有意な差がみら
れるかカイ 2 乗検定を行った。その結果、有意水準 1％であったことから年齢層別によ
って交差点での通行方法に有意な差があることが確認できた。 










図 2-3-5 平成 23年の調査における年齢層別にみた交差点内での通行方法 
（カイ 2乗検定：χ2 =11.739  自由度=6  p=0.0680 p>0.05） 
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信号無交差点における自転車利用者の行動実態について表 2-3-3に示す。平成 23 年
に実施した信号無交差点を対象とした調査のサンプル数は 43 件である。年齢層の内訳













図 2-3-6 平成 24年の調査における年齢層別にみた交差点内での通行方法 
（カイ 2乗検定：χ2 =21.269  自由度=6  p=0.0016 p<0.01） 
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表 2-3-3 信号無の交差点における自転車利用者の行動実態 
度数 割合 n値 度数 割合 n値 度数 割合 n値 度数 割合 n値
夜間通行時の無灯火 20 46.5% 43 12 60.0% 20 6 30.0% 20 2 66.7% 3
並進 2 4.7% 43 2 10.0% 20 0 0% 20 0 0% 3
車道の逆走
（自転車の右側通行）
8 18.6% 43 2 10.0% 20 6 30.0% 20 0 0% 3
携帯電話や
ヘッドフォンの使用
1 2.3% 43 1 5.0% 20 0 0% 20 0 0% 3
一時停止標識
による一時不停止
43 100% 43 20 100% 20 20 100% 20 3 100% 3
一時停止箇所
での左右未確認
40 93.0% 43 19 95.0% 20 18 90.0% 20 3 100% 3
高校生以下 成人全体 高齢者
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⑤ 平成 23 年に福井市の信号無交差点で実施した調査の結果、サンプル数は尐ないも
のの、一時停止標識が設置されている信号無交差点における一時停止を怠っている
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用に関する違反行動率は 8.7％増加した。これらに有意な差があるかカイ 2 乗検定を
行った結果、有意水準 1％若しくは有意水準 5％であったことから、整備前と整備後
における違反行動率に有意な差が確認できた。 
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実施した(1)。ここで、福井市内で調査を実施した中学校を F 中学とし、高校を F 高校と
する。同様に京都市内で調査を実施した中学校を K 中学、高校を K 高校とする。生徒
指導担当教諭を対象としたヒアリング調査は、Ｋ中学を除いた 3 校で実施した(2)。F 中
学及び F 高校への調査は、平成 21 年 2 月末から 3 月初旬に行い、K 中学及び K 高校





 F 中学では、120 票（1 年生：39 票、2 年生：42 票、3 年生：39 票）を配布・回収
し、有効回収数は 120 票であり有効回収率は 100％であった。F 中学より規模の大きい
K 中学では、218 票（1 年生：68 票、2 年生：74 票、3 年生：76 票）を配布・回収し
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 F 高校では、757 票（1 年生：388 票、2 年生：366 票）を配布・回収し、有効回収
数は 754 票であった。有効回収率は 99.6％である。K 高校では、320 票（1 年生：115
票、2 年生：118 票、3 年生：87 票）を配布・回収した。有効回収数は 319 票であり、
有効回収率は 99.6％であった。高校における回答者の性別・学年を表 3-1-2 に示す(3)
と、両校とも男性の割合が高いことが分かる。特に F 高校の男性の割合は 67.5％（508
人）で女性の割合 32.5％（245 人）の約 2 倍である。学年別にみると、F 高校では各学
年の性別比に大きな違いがみられないが、K 高校では 3 年生の性別比が他の学年に比べ
約 10％異なっている。またＦ高校では、調査時期が 3 年生の卒業式の時期と重なった













 中学校における学年別の自転車保有状況及び自転車利用者数を図 3-1-1、表 3-1-3に
示す。まず、図 3-1-1の自分専用の自転車を保有している割合に着目すると、最も低い
割合が F 中学の 1 年生の 89.7％であり、最も高い割合が F 中学の 3 年生の 97.4％であ
る。中学生の各学年の自転車保有状況をみると、家族と共同保有を含めた自転車を保有
している割合（以下、自転車保有率という。）は、F 中学の 1 年生（92.3％）に比べ K
中学の 1 年生（97.1％）の保有率が高く、特に K 中学の 1 年生は自分専用の自転車を
表 3-1-1中学校における回答者の性別・学年 
表 3-1-2高校における回答者の性別・学年 
男性 女性 合計 男性 女性 合計
1年生 28 (71.8%) 11 (28.2%) 39 (100%) 44 (64.7%) 24 (35.3%) 68 (100%)
2年生 27 (64.3%) 15 (35.7%) 42 (100%) 47 (63.5%) 27 (36.5%) 74 (100%)
3年生 24 (61.5%) 15 (38.5%) 39 (100%) 55 (72.4%) 21 (27.6%) 76 (100%)
全体 79 (65.8%) 41 (34.2%) 120 (100%) 146 (67.0%) 72 (33.0%) 218 (100%)
Ｆ中学 Ｋ中学
男性 女性 合計 男性 女性 合計
１年生 253 (65.4%) 134 (34.6%) 387 (51.4%) 67 (58.3%) 48 (41.7%) 115 (36.3%)
２年生 255 (69.7%) 111 (30.3%) 366 (48.6%) 71 (60.2%) 47 (39.8%) 118 (37.2%)
３年生 46 (54.8%) 38 (45.2%)  84  (26.5%)
全体  508 (67.5%)  245 (32.5%)  753 (100%) 184 (58.0%) 133 (42.0%) 317 (100%)
Ｆ高校 Ｋ高校
（斜線：サンプル無し） 
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保有している割合が高い。また、F 中学の 1 年生の 7.7％が自転車を保有していない。
F 中学の 2 年生は家族との共同保有を含めた自転車保有率は 100％である。 
自転車を利用している割合（以下、自転車利用率という。）をみると、F 中学の 1 年
生の自転車利用率は 76.9％であり K 中学の 1 年生の 95.6％に比べ 18.7％低いことが分
かる。F 中学の 2 年生の自転車利用率は 97.6％と最も高かった。これらのことから、
自転車の利用率は自転車の保有率に比例しているのではないかと考えられる。一方、Ｆ
中学の 3 年生の自転車保有率は、K 中学の 3 年生に比べ高かったにも拘らず、F 中学の
3 年生の自転車利用率は 89.7%であり、K 中学の 3 年生（97.4％）より約 10％低かっ
た。通学に自転車を利用していると生徒が回答した割合（以下、自転車通学率）をみる
と、自転車の保有率が最も低い F 中学の 1 年生の自転車通学率が 53.8％と自転車利用
率と同様で最も低かった。学校別でみると K 中学の 1 年生は、F 中学の 1 年生より高
い自転車通学率であるが、他の学年に比べ低い。以上のことから、Ｆ中学の 1 年生は自
転車保有率及び自転車利用率、自転車通学率が最も低いことから、自転車を利用しない
傾向にある。自転車通学率は両校とも 1 年生の割合が低く、F 中学、K 中学の 2 年生、




























































1年生 30/39 (76.9%) 21/39 (53.8%)
2年生 41/42 (97.6%) 31/42 (73.8%)
3年生 35/39 (89.7%) 30/39 (76.9%)
全体 106/120 (88.3%) 82/120 (68.3%)
1年生 65/68 (95.6%) 42/68 (61.8%)
2年生 68/74 (91.9%) 55/74 (74.3%)
3年生 74/76 (97.4%) 56/75 (74.7%)
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高校における学年別の自転車保有状況を図 3-1-2に示す。自分専用の自転車を保有し
ている割合は、F高校では 1年生 95.1％、2年生 93.1％であり、K高校では 1年生96.5％、
2年生96.6％、3年生95.3％であった。各学年の保有状況に大きな違いがみられないが、
K高校の 1年生と 3年生は家族との共同保有を含めると自転車保有率は 100％であった。 
 高校の各学年における自転車利用者数と高校が発行している自転車通学の許可証発
行数を表 3-1-4に示す。自転車利用率は、Ｆ高校 89.4％、Ｋ高校 95.9％であり、F 高
校の生徒より K 高校の生徒のほうが自転車を利用している。自転車通学率は、F 高校
72.2％、K 高校 82.4％と K 高校の自転車通学率が約 10％高い。F 高校の生徒と K 高校
の生徒の自転車保有率に大きな差はないが、K 高校の生徒の方が自転車を利用している。
一方、高校別にみると自転車保有率が高い学年のほうが自転車を利用する傾向にあるの
ではないかと考えられる。また、F 高校の 3 年生への調査が出来なかったため、高校が
発行している自転車通学の許可証発行数についてのヒアリング調査を行い、F 高校の 3
年生の自転車通学率を把握した。これをみると、F 高校の各学年における自転車通学率

























































1年生 352/388 (90.7%) 273/386 (70.7%) 292/414 (70.5%)
2年生 324/366 (88.5%) 270/366 (73.8%) 294/398 (73.9%)
3年生 280/382 (73.3%)
全体 676/752 (89.4%) 543/752 (72.2%) 866/1194 (72.5%)
1年生 112/115 (97.4%) 97/115 (84.3%) 224/361 (62.0%)
2年生 110/118 (93.2%) 94/118 (79.7%) 285/392 (72.7%)
3年生  84/86   (97.7%)  72/86　(83.7%) 226/289 (78.2%)
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3.2 自転車の利用目的と通学以外の自転車利用頻度 
中学生及び高校生における自転車利用の目的をそれぞれ図 3-1-3、図 3-1-4 に示す。
F 中学の 1 年生は F 中学の他学年や K 中学、F 高校、K 高校の生徒に比べ、自転車を
全く利用しない割合（23.1％）が最も高い。自転車保有率は約 90％と高い割合で自分
の自転車を持っているが、自転車保有率が最も低かったことから自転車を利用しない傾
向が高いと考えられる。さらには、F 中学の 1 年生は自転車を遊びや買い物目的での自
転車利用率が上位ではあるが、その他の学年に比べ大きく差があることが分かる。この
ことからも、F 中学の 1 年生の自転車利用は他の学年や K 中学、F 高校、K 高校の生
徒と異なった傾向にあるといえる。F 中学、K 中学、F 高校、K 高校の各学年の生徒で
割合は異なるものの、遊びや買い物目的での自転車利用率が高いことが分かった。また、
F 中学と K 中学の書道やスイミングスクールといった習い事への自転車利用率は F 中
学の 2 年生、3 年生が若干低いものの同じ傾向にあるが、塾通い目的の自転車利用率は
F 中学の各学年の生徒に比べ K 中学の全ての学年で 15％以上高く異なった傾向がみら
れた。さらには、F 高校と K 高校の生徒を比較すると、買い物、習い事、塾通いの目
的での自転車利用率に大きな差が出た。以上のことは、京都地域、とりわけ関西地域の
生活特性と福井地域の生活特性の違いから差が出たのではないかと考える。 
中学生及び高校生の通学以外における自転車利用頻度を図 3-1-5、図 3-1-6 に示す。
高校生に比べ中学生が自転車を遊びや買い物目的等で毎日利用している傾向にある。特
に F 中学 2 年生は毎日利用する割合が 40.5％と高い。また、毎日及び週数日における
利用者の割合（以下、週数日以上の割合）に着目すると、K 中学では学年を重ねるごと
に増加しているが、F中学では 2年生の83.4％が最も高い割合であり、3年生では 74.4％
に低下している。F 中学と K 中学の 1 年生と 3 年生の週数日以上の割合は大きく差が
ないものの、F 中学の 1 年生と 3 年生の全く乗らない割合は K 中学に比べ 2 倍以上高
い。一方、F 中学の 2 年生と K 中学の 2 年生では、F 中学の 2 年生が K 中学の 2 年生
に比べ全く乗らない割合が 10％程度低く、週数日以上の割合では 22.6％高く、どの項
目においても異なった傾向がみられた。K 高校においては、2 年生の週数日以上の割合
が 66.1％とその他の学年に比べ最も高い。F 高校と K 高校の 2 年生では、月数日、全
く乗らない割合がほとんど同じ傾向にあるが、F 高校では 1 年生の週数日以上の割合は
73.7%であり、K 高校 1 年生の 54.8％に比べ約 20％高い。また、K 高校の 1 年生は全
く乗らない割合は 5.2％と F 高校の 1 年生に比べ低いが、月数日の割合では 40.0％と F
高校より 27.1％高い。以上述べたように、F 中学と K 中学、F 高校と K 高校では通学
時以外の自転車利用頻度に異なった傾向がみられた。 
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遊び 買い物 習い事 塾通い その他 通学のみ 全く利用しない
1年生（n=115） 2年生（n=118） 3年生（n=86）
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中学校における各学年の自転車での通学時間(3)を図 3-1-7に示す。F 中学の 1 年生の
平均時間は 21 分であり、2 年生は 22 分、3 年生は 24 分であった。また、各学年の最
短時間は 1 年生が 1 分、2 年生と 3 年生が 5 分、最長時間が 1 年生と 3 年生が 50 分、
2 年生が 60 分である。Ｋ中学の 1 年生の平均時間は 19 分、2 年生及び 3 年生は 21 分
であった。K 中学の各学年の最短時間は全学年 3 分であり、最長時間は 1 年生と 3 年
生が 50 分、2 年生が 60 分である。 
F 中学の 1 年生は約 9 分～約 33 分、2 年生は約 9 分～約 35 分、3 年生は約 13 分～
約 35 分に集中している。1 年生及び 2 年生は 3 年生に比べ 10 分以内の通学が多くみら
れ、3 年生は約 20 分～約 40 分かけて通学している生徒が他の学年に比べ多いことが分
かる。K 中学の 1 年生は約 8 分～約 31 分に通学時間が集中しており、他の学年に比べ
約 25 分以下の通学が多い。一方、2 年生は約 8 分～約 34 分、3 年生は約 9 分～約 33
分に集中しており、1 年生に比べ約 25 分より長く通学に要している生徒が多いことが
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上のことから、F 中学では 1 年生と 2 年生に比べ 3 年生が自転車通学に要している時間
が比較的長く、K 中学では 1 年生に比べ 2 年生、3 年生が長く時間を要して通学する生




ける通学時間に要する平均時間と最短時間、最長時間はそれぞれ、1 年生が 21 分、2
分、60 分であり、2 年生が 22 分、2 分、70 分であった。K 高校の 1 年生の平均時間は
23 分、最短時間が 4 分、最長時間が 60 分、2 年生がそれぞれ 25 分、8 分、100 分、3
年生はそれぞれ 22 分、1 分、60 分であることが分かった。 
F 高校の 1 年生と 2 年生の自転車通学に要する時間は、かなり同じ傾向を示しており
1 年生は約 9 分～約 33 分、2 年生は約 10 分～約 34 分に集中していることが分かる。
K 高校では 1 年生と 3 年生がほとんど同じ傾向にあり、1 年生は約 11 分～約 35 分、3
年生は約 10 分～約 34 分に集中していることから、F 高校の 1 年生と 2 年生の通学時
間の傾向と酷似しており中尖度の分布型である。一方、K 高校の 2 年生は他と異なった
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15km を用い通学距離に換算すると、F 中学の 1 年生は中学校から約 2.3km～約 8.3km
範囲、2 年生は約 2.3km～約 8.8km 範囲、3 年生は約 3.3km～約 8.8km 範囲の場所か
ら通学している。通学に要する平均距離は 1 年生が 5.3km、2 年生が 5.5km、3 年生が
6.0 km となる。K 中学の生徒の通学時間を同様にして通学距離に換算すると、1 年生
が約 2.0km～約 7.8km、2 年生と 3 年生は約 2.0km～約 8.5km である。平均通学距離
は、1 年生が 4.8km、2 年生及び 3 年生が 5.3km となる。F 高校の 1 年生の平均通学距
離は 5.3km、2 年生は 5.5km である。また、F 高校の 1 年生と 2 年生は約 2.3km～約
8.5km 範囲の場所から通学している。K 高校の平均通学距離は、1 年生が 5.8km、2 年
生が 6.3km、3 年生が 5.5km である。また、通学の範囲は 1 年生と 3 年生が約 2.5km
～ 約 8.8km である。2 年生は約 2.5km～約 10.0km と広い範囲から通学している。 
参考に平成 17 年全国パーソントリップ調査の結果より、距離帯別の交通手段別利用
割合を図 3-1-9(4)示す。図をみると、5Km 未満の距離帯において自転車が 20％程度示
しており、5Km 未満の距離帯では重要な交通手段となっている。中学生と高校生にお
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ことが分かった。さらに、F 中学と K 中学における各々の事故経験率の差異について
カイ 2 乗検定を行った結果、自転車相互の事故では有意水準 1％、自転車対バイクの事
故では有意水準 5％であったため、これらの事故経験率には F 中学と K 中学で有意な
















転車相互の事故では、1 年生 12.8％、2 年生 19.0％、3 年生 38.5％であり、3 年生の事
故の割合は 1 年生、2 年生それぞれの 3 倍、2 倍以上である。さらに、3 年生の自転車
対自動車の事故経験率は 53.1％とその他の学年に比べ 2 倍以上高い。K 中学では、各々
の事故形態で 2 年生の事故経験率が最も高く、高学年になるほど事故経験率が増加した
F 中学の傾向とは異なる結果であった。学年による事故経験の差の有無について中学校
別にカイ 2 乗検定を行った。この結果、F 中学では自転車対自動車で有意水準 1％、自
転車相互の事故で有意水準 5％の有意差が確認できた。K 中学では、自転車対歩行者で
有意水準 1％、自転車相互の事故で有意水準 5％の有意差が確認できた。以上のことか








自動車との事故 バイクとの事故 自転車との事故 歩行者との事故
（カイ 2乗検定： ※※1%有意） 
※※ ※※ 
図 3-1-10中学校別の自転車利用時における事故経験 
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は他の学年に比べ自転車通学率が高く、平均通学距離が長いためでないかと考える。 
さらに、F 中学の各学年と K 中学の各学年の事故経験率に違いがみられるかカイ 2
乗検定を行った結果、1 年生では自転車相互の事故が 5％有意、2 年生では自転車対歩
行者の事故および自転車相互の事故が 1％有意、自転車対バイクの事故が 5％有意、3
年生では自転車対自動車の事故が 5％有意の有意差が確認できた。学年毎に F 中学と K
中学の事故経験率を比較すると、自転車対歩行者の事故では F 中学の 2 年生の事故経
験率が 14.3％であるのに対し、K 中学の 2 年生は 39.4％であり、他の学年と比べても
最も差が大きい。また、自転車相互の事故経験率の差は1年生、2年生でそれぞれ23.0％、
35.2％であり、K 中学の事故経験率が高い。一方、自転車対自動車の事故では F 中学の
3 年生が 53.8％と、K 中学の 3 年生に比べ 33.8％高かった。よって、F 中学では 3 年
生に対する指導や自転車対自動車事故及び自転車相互の事故について重点的に事故防




























































































歩行者との事故 自転車との事故 バイクとの事故 自動車との事故
Ｆ中学 Ｋ中学
バイ 事故自 の事故歩 との事故 自動 事故
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学年別の自転車利用時における事故経験を図 3-1-13に示す。学年毎に F 高校と K 高
校の事故経験率を比較すると、自転車対歩行者の事故では K 高校 1 年生は 18.3％、2
年生は 22.0％の事故経験率であり、F 高校 1 年生の 6.5％や 2 年生の 7.4％に比べ約 3




学年毎の事故経験率についてカイ 2 乗検定を行った。その結果、F 高校、K 高校ともに
全ての事故形態において学年毎の事故経験率に有意な差が確認できなかった。さらに F
高校の各学年と K 高校の各学年で事故経験率に差異がみられるか、K 高校の 3 年生を
除いてカイ２乗検定を行った結果、1 年生および 2 年生ともに自転車対自動車の事故以
外の事故形態で有意水準 1％であったことから、自転車対自動車の事故を除いた事故経
験率は、1 年生や 2 年生は両高校で有意な差が確認できた。以上のことから、K 高校の
生徒は F 高校の生徒に比べ自転車利用率や自転車通学率が高く、自転車での平均通学
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し自転車のマナー等に関して街頭指導を行っている。K 中学では、1 年生と 2 年生の生
徒がボランティアの大人とペアになり、小学 3 年生から小学 6 年生の児童を対象に小学
校周辺の交差点 30 か所で中学生が小学生に自転車通行に係る交通法規や危険予測など
を指導する活動を行っている 55)。これは地元警察署の協力により実施されており、中
学生は事前に指導者研修会に参加している。以上のように、F 中学と F 高校では主に口
頭・講演型の交通安全教育を実施しており、K 中学と K 高校では口頭・講演型に加え
実践型の交通安全教育を実施している。 
図 3-1-14に中学生における交通安全教育の受講状況を示す。交通安全教育を受講し























































歩行者との事故 自転車との事故 バイクとの事故 自動車との事故
Ｆ高校 Ｋ高校
歩 行 者 と の 事 故 自 転 車と の 事 故 バ イ クと の 事 故 自 動 車と の 事 故
図 3-1-13学年別の自転車利用時における事故形態別事故経験（高校） 
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とも 7％台であり、ほとんど割合に差がみられないが、3 年生の受講したことがあるか


















割合は 75.7％、2 年生 72.3％であり、受講したことがない割合や受講したかどうかわ
からない割合ともに 2 年生が約 2%高い。一方、K 高校では各学年に異なった傾向がみ
られ、受講したことがある割合は 3 年生の 84.7%が最も高く、2 年生の 67.5%が最も低
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図から F 中学の生徒に比べ全体的に K 中学の生徒の認識率が高いが、夜間における
ライト点灯については、F 中学 92.5％、K 中学 93.1％であり、両校の生徒ともに 90％
以上認識している。自転車による横断歩道の通行方法は、両校とも他の項目に比べ低い
























におけるそれぞれの項目の認識率に着目すると、F 中学の 2 年生は自転車による車道通
行の項目を除いた全ての項目で認識率が他の学年に比べ高い。一方、K 中学の 2 年生は
                   第 3 章 中学生・高校生の自転車利用の現状と特性 







































１年生 ２年生 ３年生 １年生 ２年生 ３年生 １年生 ２年生 ３年生 １年生 ２年生 ３年生 １年生 ２年生 ３年生 １年生 ２年生 ３年生 １年生 ２年生 ３年生
割合 87.2% 100% 89.7% 56.4% 66.7% 59.0% 48.7% 57.1% 57.9% 46.2% 52.4% 46.2% 43.6% 26.2% 53.8% 33.3% 40.5% 25.6%
ｎ値 39 42 39 39 42 39 39 42 38 39 42 39 39 42 39 39 42 39
ｐ値
割合 91.2% 89.2% 98.7% 76.5% 73.0% 73.7% 77.9% 70.3% 81.6% 74.6% 67.5% 77.3% 79.4% 82.4% 72.0% 20.6% 13.7% 23.7% 54.4% 61.6% 53.9%
ｎ値 68 74 76 68 74 76 68 74 76 67 74 75 63 74 75 68 73 76 68 73 76
ｐ値
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１年生 ２年生 ３年生 １年生 ２年生 ３年生 １年生 ２年生 ３年生 １年生 ２年生 ３年生 １年生 ２年生 ３年生 １年生 ２年生 ３年生 １年生 ２年生 ３年生
割合 91.8% 93.7% 71.4% 72.3% 64.2% 67.1% 54.8% 59.5% 56.6% 55.9% 40.7% 38.1%
ｎ値 388 365 388 366 386 365 387 363 387 365 388 365
ｐ値
割合 97.4% 90.7% 92.9% 61.7% 55.6% 63.5% 71.3% 73.7% 80.2% 75.7% 78.8% 83.7% 68.7% 66.7% 70.6% 16.5% 16.2% 25.9% 60.0% 52.1% 55.3%
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登校時 下校時 登校時 下校時 雨天時 登校時 下校時
自歩道 65 81 331 53 50 336 83
信号有交差点 173 79 354 73 49 517 106
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 福井市における自転車通行時の交通法規に関する遵守実態について、平成 23 年及び




校時 99.4％、下校時 92.1％であり、平成 24 年調査では登校時 99.2％、下校時 95.2％
であった。イヤホンやヘッドフォンの使用に関する項目は、登校時 97.2％、下校時 100％
であり、平成 24 年調査では登校時 90.6％、下校時 97.9％と登校時及び下校時で大きな
差がみられなかった。年度別に交通法規に関する項目で登校時・下校時に差異がみられ
るかカイ 2 乗検定を行った結果、携帯電話の使用に関する項目では平成 23 年調査及び
平成 24 年調査ともに有意水準 1％、ヘッドフォンの使用に関する項目では平成 24 年調
査のみで有意水準 1％で有意差が確認できた。その他にも平成 23 年調査及び平成 24 年
調査ともに並進に関する項目で 1％水準、平成 24 年調査の信号遵守に関する項目で 1％
水準の有意差が確認できた。並進に関する遵守行動率は平成 23 年時には登校時 78.0％











 夜間通行時の灯火に関する遵守行動率は、平成 23 年調査 57.1％、平成 24 年調査
割合(％) ｎ値 割合(％) ｎ値
二人乗りをしていない 99.6 238 96.9 160
携帯電話の使用
をしていない
98.3 238 98.1 160
並進をしていない 95.8 238 76.2 160 **
信号遵守 90.8 64 94.9 79
ヘッドフォンの使用
をしていない
68.1 238 81.3 160 **
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割合(％) ｎ値 割合(％) ｎ値 割合(％) ｎ値 割合(％) ｎ値
二人乗りをしていない 99.7 685 100 126 100 853 100 189
携帯電話の使用
をしていない
99.4 685 92.1 126 ** 99.2 853 95.2 189 **
ヘッドフォンの使用
をしていない
97.2 685 100 126 90.6 853 97.9 189 **
並進をしていない 78.0 685 61.1 126 ** 84.1 853 68.3 189 **
信号遵守 76.3 354 79.5 73 83.6 517 87.7 106
歩道上での徐行 19.4 325 25.0 52 14.3 336 28.9 83 **
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図 3-2-3 には福井市の自歩道で平成 23 年及び平成 24 年に実施した高校生の自転車
利用時の通行位置を示す。平成 23 年及び平成 24 年それぞれで登校時と下校時の通行
位置の差異についてカイ 2 乗検定を行った結果、平成 23 年、平成 24 年ともに 1％有意
で有意差が確認でき、登校時と下校時の自歩道の通行位置に差がみられる。 
 平成 23 年調査の結果をみると、自転車通行区分を通行している割合は登校時、下校
時それぞれ 62.2％、49.1％であり、下校時は 13.1％尐ない。また、歩行者通行区分を
通行している割合は、登校時 29.0％に比べ下校時 18.9％と 10.1％尐ない。 
 平成 24 年調査の結果、自転車通行区分を通行している割合は、登校時 50.3％、下校
（カイ 2乗検定：χ2 =9.2456  自由度=3  p=0.0262 p<0.05） 
 
図 3-2-2交差点における自転車の通行方法（京都府京都市） 
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時 60.2％であり下校時の方が約 10％多い。また、歩行者通行区分を通行している割合
についても登校時の 11.0％に対し下校時は 22.9％と約 12％多い。さらに、往来してい
る割合も登校時の 38.7％に比べ下校時は登校時の半分以下の 16.9％である。このよう

















図 3-2-4 には平成 23 年及び平成 24 年に実施した交差点での通行方法に関する調査
結果を示す。平成 23 年及び平成 24 年、それぞれで登校時と下校時の通行方法の差異
についてカイ 2 乗検定を行った結果、平成 23 年では 5％有意、平成 24 年では 1％有意
で有意差が確認でき、登校時と下校時の横断歩道の通行方法に差があることが分かった。
自歩道の通行位置同様、交差点での通行方法についても平成 23 年と平成 24 年の調査
での結果において異なる傾向がみられる。 






 平成 24 年調査の結果をみると、登校時に自転車横断帯を通行している割合は 52.3％
であり、下校時の割合は 33.0％であった。自転車を降りて友人と一緒に横断歩道を通
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写真 3-3-1 セミナーの様子 写真 3-3-2 シミュレーター調査の様子 
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表 3-3-1 高校生の交通安全教育における受講状況 
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必ず守った だいたい守った あまり守っていない 全く守っていない
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遵守意識については、「いつも守っている」を 4 点、「ほとんど守っていない」を 1
点とし、遵守評価についても同様に得点化し、図 3-3-3に遵守意識の合計得点と遵守評
価の合計得点の相関を示す。これは、図 3-3-2に示した遵守意識と遵守評価の共通した

















図 3-3-2 交通法規の認識、遵守意識、遵守評価の比較 





























































y = 0.62x + 5.076
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β 標準誤差 下　限 上　限
定数 -0.33 0.46 -0.72 0.48 -1.32 0.65
自歩道と歩道の区別 0.67 0.14 0.66 4.93 0.00 0.38 0.97 0.80 1.33








(ANOVA ｐ＜0.01;R=0.901,R2=0.812,自由度調整済み R2=0.785,ダービンワトソン比=2.308) 


















図 3-3-4 自転車シミュレーター導入への期待 
(n=17) 
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① F 中学・K 中学それぞれの各学年で自転車の保有状況に大きな差はみられなかっ
た。自分専用の自転車を保有している割合は F 中学では 2 年生と 3 年生が 95％以
上と 1 年生の 89.7％に比べて高く、K 中学では 1 年生 95.6％、2 年生と 3 年生が
約 92％と F 中学とは異なり 1 年生の割合が最も高かった。また、F 中学の 2 年生
は家族との共同保有を含めると自転車保有率は 100％であった。 
② F 中学の生徒の自転車利用率は 2 年生 97.6％と最も高く、1 年生は 76.9％と最も
低かった。自転車通学率においても 1 年生は他の学年に比べ 20％以上低い 53.1％
であった。K 中学の生徒の自転車利用率は全ての学年で 90％以上であり、3 年生の
97.4％が最も高かった。自転車通学率は 2 年生と 3 年生が約 74％であり、1 年生は
約 13％低い 61.8％であった。 
③ 通学以外で自転車を利用する目的としては、遊びや買い物目的が多かった。F 中
学 1 年生の遊び目的の割合は 61.5％、買い物目的の割合は 33.3％と最も低く、自
転車を全く利用しない割合が 23.1％と最も高かった。通学以外に自転車を週数日以
上利用している割合は、F 中学では 1 年生 53.9％、2 年生 83.5％、3 年生 74.4％で
あり、K 中学では 1 年生 49.2％、2 年生 60.8％、3 年生 66.2％であった。 
④ 自転車での通学距離を生徒がアンケート調査で回答した通学時間から国土交通
省が示している自転車の速度を用いて算出した結果、F 中学の生徒が通学に要する
平均距離は 1 年生約 5.3km、2 年生約 5.5km、3 年生約 6.0km であった。K 中学
では 1 年生約 4.8km、2 年生及び 3 年生約 5.3km であった。 
⑤ 自転車利用時における事故形態別の事故経験は、F 中学・K 中学ともにバイクと
の事故経験が最も尐なく、自転車や自動車との事故経験が多くみられた。F 中学で
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K 中学では口頭・講演型の教育に加え地元警察署や PTA と連携し中学生が小学生
に対して通学経路で危険予測などの指導を行う実践型の教育を行っている。 
② 交通安全教育の受講率は、F中学では 1年生及び 2年生が約 85％、3年生が 76.9％
であった。K 中学では 2 年生 87.8％、3 年生 88.0％と 1 年生の 76.5％より高い受
講率であった。 
③ 自転車通行に係る交通法規の認識率は、F 中学・K 中学ともに夜間時のライト点
灯が 92.5％～93.1％であった。自転車による横断歩道通行に関する項目は両校とも
に最も低い認識率であり、K 中学が 19.4％と F 中学の 33.3％よりも低かったが、
他の項目は F 中学に比べ K 中学が高い認識率であった。特に車道は自転車通行が
可能かの項目は K 中学 77.8％、F 中学 40.8％と最も差が大きかった。各学年別に
は有意な差がみられなかったものの、F 中学 1 年生の自転車での歩道通行に関する









① F 高校・K 高校それぞれの各学年で自転車の保有状況に大きな差はみられなかっ
た。全ての学年で自分専用の自転車保有率が 90％以上であり、K 高校の 1 年生と 3
年生は自分専用の自転車と家族との共同利用の自転車の保有率の合計が 100％で
ある。F 高校での自分専用の自転車保有率は 93.1％～95.1％、K 高校では 95.3％
～96.6％であった。 
② F 高校の各学年の自転車利用率は 88.5％～90.7％であり、K 高校では 93.2％～
97.7％であった。F 高校・K 高校ともに 2 年生の自転車利用率が最も低かった。各
学年の自転車通学率は、F 高校では 70.7％～73.8％、K 高校では 79.7％～84.3％
であり、F高校では 1年生が、K高校では 2年生が最も低い自転車通学率であった。 
③ 通学以外で自転車を利用する目的としては、遊びや買い物目的が多かった。各学
年で大きな差はみられなく、F 高校では遊び目的が 71.9％～75.3％、買い物目的は
約 47％であった。K 高校では遊び目的が 80.5％～89.6％、買い物目的は 77.1％～
79.1％であった。また、F 高校では通学のみや全く利用しない割合が K 高校に比べ
多くみられ、K 高校では習い事や塾通いの割合が F 高校より多くみられた。通学以
外に自転車を週数日以上利用している割合は、F 高校では 1 年生 73.7％、2 年生
68.4％、K 高校では 1 年生 54.8％、2 年生 66.1％、3 年生 57.6％であった。 
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平均距離は 1 年生が約 5.3km、2 年生が約 5.5km、K 中学では 1 年生が約 5.8km、
2 年生が約 6.3km、3 年生が約 5.5km であった。 
⑤ 自転車利用時における事故形態別の事故経験は、F 高校・K 高校ともに自転車や
自動車との事故経験が多くみられ、特に K 高校の自転車との事故は F 高校より約 2










② 交通安全教育の受講率は、F 高校では 1 年生 75.7％、2 年生 72.3％、K 中学では
1 年生 74.8％、2 年生 67.5％、3 年生 84.7％であった。 
③ 自転車通行に係る交通法規の認識率は、F 高校・K 高校ともに夜間時のライト点
灯が 92.7％～93.7％と最も高かった。自転車による横断歩道通行に関する項目は F




項目の認識率は F 高校が高かった。F 高校、K 高校の各学年の認識率は、全ての項
目の割合に大きな差がみられなかったが、K 高校の横断歩道通行に関する項目で学
年別の認識率の差異に有意な差がみられた。また、K 高校のみで実施した徐行義務
に関する認識率は 55.8％であり、1 年生の 60.0％が最も高かった。 
 
以上述べてきたように、F 中学・K 中学、F 高校・K 高校の生徒の約 90％以上が自
分専用の自転車を保有しており、F 中学の 1 年生を除き約 90％以上の自転車利用率で
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中学生における自転車通行時の事故経験は、F 中学では 3 年生、K 中学では 2 年生が
他の学年より全ての形態で多かった。この一因として、F 中学 3 年生は自転車での通学
平均距離が他の学年に比べ長いことや交通安全教育への受講率が低いことが挙げられ
る。さらに、横断歩道の通行方法に関する認識率が他の学年より低いことから、交差点































① 日没後におけるライト点灯に関する遵守率は、福井では 55％から 57％程度、京
都では 66.3％であった。 
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② 並進に関する遵守率は、福井で実施した平成 23 年調査では登校時 78.0％、下校
時 61.1％、平成 24 年調査では登校時 84.1％、下校時 68.3％であり、京都では登校
時 95.8％、下校時 76.2％であったことから、全ての調査で下校時の遵守率が低い。 
③ 歩道上での徐行義務に関する遵守率は、他の項目に比べ最も低かった。福井での
平成 23年調査では登校時 19.4％、下校時25.0％、平成24年調査では登校時 14.3％、
下校時 28.9％、京都では登校時 39.1％、下校時 54.4％であり、登校時の遵守率が
低い。 
④ ヘッドフォンの使用に関する遵守率は、福井では登下校時ともに 90％以上であり
京都では登校時 68.1％、下校時 81.3％であった。 
⑤ 歩道での通行位置に関する遵守率は、福井では約 50％～約 60％であり、京都で
は 80％であった。京都では登校時別に差異がみられなかったが、福井で実施した
平成 23 年調査では登校時より下校時の遵守率が低く、平成 24 年調査では逆で下校
時が高かった。 
 ⑥ 自転車横断帯のある歩横断歩道での通行方法に関する遵守率は、福井での平成 23
年調査では登校時 43.9％、下校時 53.4％、平成 24 年調査では登校時 52.3％、下校
時 33.9％であり、京都では登校時 58.4％、下校時 63.3％であった。 
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られている幼児及び高齢者の自転車利用者に考慮した交差点の整備が望ましいと考え




























(4) 国土交通省の資料から引用した図である。また、6km までは 1km 刻み、6km 以上
は 5km 刻みのみの集計中を直線で結ばれている。 
(5) 自転車シミュレーターについては、本学（福井工業大学）に本田技研工業（株）製







第４章        
       自転車通行環境整備モデル地区
       を対象とした整備効果の検証 
 
  
            第 4 章 自転車通行環境整備モデル地区を対象とした整備効果の検証 

































            第 4 章 自転車通行環境整備モデル地区を対象とした整備効果の検証 

































 整備前は平成 19 年 7 月 19 日(木)、平成 19 年 10 月 30 日(火)、整備後は平成 20 年
11 月 26 日(水)、平成 20 年 12 月 1 日(月)、さらには平成 21 年 8 月 5 日(水)に実施され
ている。整備前後での調査は 4 箇所で行われており、結果は 4 箇所の合計である。調査
時間は 7 時～19 時である。 
 
表 4-1-1 調査対象地区の整備概要と 1時間当たりの通行量 
自転車 (m) 歩行者 (m) 区分線
自転車通行帯
の着色





京都市 1.70 1.80 有 臙脂色 有 無 無 無 植栽 212 139












写真 4-1-1 調査対象地区の整備状況 
（香川県高松市） （愛媛県松山市） （京都府京都市） 
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2) 本研究で実施した調査 




りの通行量は表 4-1-1 に示すように、自転車が 63 台/h、歩行者が 30 人/h であった。
一方、表 4-4-2 に示した香川事務所が実施した平日の調査での通行量は、自転車 7511
台、歩行者 6341 人であった。1 時間当たりの通行量に換算すると、自転車 625 台/h、
歩行者 528 人/h となる。さらに、調査が 4 箇所で実施されていることから、1 箇所当




























写真 4-1-2  
利用者に向けた看板（高松市） 
写真 4-1-3  
バス停付近の状況（高松市） 
表 4-1-2 調査個所における自転車利用者と歩行者の通行量（高松市） 






7511 (54.2%) 6341 (45.8%) 13852
高校生以下 29 (93.5%) 2 (6.5%) 31
成人 67 (57.3%) 50 (42.7%) 117
高齢者 31 (77.5%) 9 (22.5%) 40
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3.2 愛媛県松山市の調査概要 





























で平成 23 年 11 月 9 日（水）15 時～17 時に実施した。調査時間については、高校生の
帰宅および調査箇所周辺の商業施設への買い物客が見込まれる時間帯の 2 時間に実施
した。周辺の状況としては、中学校や高校、商業施設、工場、住宅が立地している。地
下鉄駅までは、徒歩 5 分圏内である。通行量は表 4-1-1 に示したように、自転車 212
台/h、歩行者 139 人/h であった。年齢層別の自転車利用者と歩行者の通行量を表 4-1-3
に示す。全体の通行率は自転車が 60.4％と歩行者の 39.6％に比べ約 20％高いが、年齢
層別の通行率をみると年齢層によって違いがみられた。成人は自転車利用者 74.0%、歩
写真 4-1-4 松山市における調査個所の状況 
（植樹と句碑） （街灯を利用したピクトグラム） 
表 4－1－3 調査個所における自転車利用者と歩行者の通行量（松山市） 
自転車利用者 歩行者 計 (100%）
高校生以下 204 (87.9%) 28 (12.1%) 232
成人 517 (78.2%) 144 (21.8%) 661
高齢者 111 (81.0%) 26 (19.0%) 137
全体 832 (80.8%) 198 (19.2%) 1030
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4-1-1及び図 4-1-2に示す。自転車利用者が C.L 通行している割合（以下、C.L 通行率
という。）は、松山市 56.1％、高松市 65.4％、京都市 73.4％である。歩行者の C.L 通
行率をみると、全ての都市で 75％以上であり、特に松山市では 89.4％と最も高かった。
W.L 通行をしている割合（以下、W.L 通行率という。）は、松山市における自転車利用








写真 4-1-5 京都市における調査個所の状況 
表 4－1－4 調査個所における自転車利用者と歩行者の通行量（京都市） 
自転車利用者 歩行者 計 (100%）
高校生以下 84 (39.3%) 130 (60.7%) 214
成人 291 (74.0%) 102 (26.0%) 393
高齢者 50 (51.5%) 47 (48.5%) 97
全体 425 (60.4%) 279 (39.6%) 704
            第 4 章 自転車通行環境整備モデル地区を対象とした整備効果の検証 







































図 4-1-1 調査対象地区における自転車利用者の遵守実態 
図 4-1-2 調査対象地区における歩行者の遵守実態 
写真 4-1-6 自転車通行区分内への荷捌車による進入（松山市） 
            第 4 章 自転車通行環境整備モデル地区を対象とした整備効果の検証 






前の歩行者の約 2 分の 1 低い割合である。整備後には 89.0%と約 2 倍向上した。平成
21 年 8 月の調査においても 88.9%と高い遵守率を維持していることが分かる。独自に
実施した平成 22 年 8 月の調査結果では 65.4%であった。香川事務所によって整備前・
整備後のサンプル数が公表されていないため、香川事務所による平成 21 年 8 月調査と
独自に実施した平成 22 年 8 月調査の自転車利用者の通行位置に関する遵守率の違いに
ついてカイ 2 乗検定を行った。その結果、有意差が１%水準で確認できたため、平成
21年 8月調査と平成 22年 8月調査において自転車利用者の通行位置の遵守率に差があ
るといえる。歩行者の通行位置の遵守率は整備前と整備後以降で 80%と高い割合を示
した。遵守率は平成 21 年 8 月調査では 94.1％と高く、平成 22 年 8 月調査では 82.0％
であった。自転車の通行位置と同様にカイ 2 乗検定を行った結果、有意差が 1%水準で






















 図 4-1-3 高松市における自転車利用者・歩行者の遵守率の推移 
（カイ 2乗検定 自転車 ：χ2 =67.75   自由度=1 p<0.01，歩行者 ：χ2 = 45.07   自由度=1  p<0.01） 
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図 4-1-4 高松市における年齢層別にみた自転車利用者・歩行者の通行位置 
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図 4-1-5 松山市における年齢層別にみた自転車利用者・歩行者の通行位置 
図 4-1-6 京都市における年齢層別にみた自転車利用者・歩行者の通行位置 
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表 4-1-8 に示す。判別的中率は最も低い値で高松市の 50.0％であり、最も高い値で京

























表 4-1-5 外的基準 




















表 4-1-7 松山市における分析結果 





















表 4-1-6 高松市における分析結果 
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表 4-1-8 京都市における分析結果 
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成 22 年 5 月 3 日(月・祝日)7 時～19 時、整備後の平成 22 年 10 月 17 日(日)7 時～17
時、整備一定期間後の平成 23 年 6 月 5 日(日)7 時～17 時に実施した。整備後以降の終
了時間を早めた理由としては、整備後は 17 時以降暗くなり目視による調査が困難であ
ったためである。整備一定期間後の調査は 19 時まで行う予定であったが、17 時前より
雤が降ってきたため、やむを得ず 17 時で終了した。整備前には、平日と休日において





を公表している 59)ことから、整備 2 か月後の調査結果として引用し、独自に行った調
査と併せて通行位置の推移を検討する。 
2.2 地元住民への整備評価に関するアンケート調査 





表 4-2-1 アンケート調査票の配布・回収数 
（カッコ内：有効回収率） 
大和田町 中新田町 堂島町 合計
世帯 85 32 53 170
総数 255 96 159 510
世帯 73 (85%) 29 (90%) 48 (91%) 150 (88%)
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対象路線における整備は、まず、3.50m 幅員の自歩道を 5.00m に拡幅し、表 4-2-2






























自転車 (m) 歩行者 (m) 区分線
自転車通行帯
の着色
路面表示 看板柱 架空看板 物理的分離
整備前 2.50 3.50 有 無 有 無 無 無 植栽




表 4-2-2 整備前と整備後の概要 
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写真 4-2-3  
歩行者・自転車者に通
行位置を示す看板 
図 4-2-1  
自転車利用者と歩行者の通行位置の遵守率
（整備前） 
写真 4-2-2  
歩行者・自転車用の路面表示 写真 4-2-1 整備前の状況 
写真 4-2-4 整備後の状況 
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転車利用者の通行位置の違いについてカイ 2 乗検定を行った結果、有意水準 1%で整備
前と整備後以降の自転車利用者による通行位置の差異が確認できた。図をみると、整備
後における自転車利用者の C.L 通行率は 56.0％と整備前の 44.3％に比べ約 12%向上し
た。また、福井事務所による調査では、60.3%と整備前に比べ 16％向上したと報告して
いる。これは、整備後に比べ通行位置が利用者により認知された結果であると考えられ
る。一方、整備一定期間後の調査では 56.3％と整備 2 か月後の C.L 通行率より低下し、
整備後の C.L通行率とほぼ同じ割合を示したものの、整備前の C.L通行率よりも高い。
自転車 歩行者 計 (100%）
高校生以下 58 （93.5%) 4 (6.5%） 62
成人 176 （70.1%) 75 (29.9%） 251
高齢者 70 （70.7%) 29 (29.3%） 99
全体 304 （73.8%) 108 (26.2%） 412
高校生以下 197 （59.5%) 134 (40.5%） 331
成人 313 （63.1%) 183 (36.9%） 496
高齢者 　52 （70.3%) 　22 (29.7%） 74
全体 562 （62.4%) 339 (37.6%） 901
高校生以下 175 (81.8%） 　39 (18.2%） 214
成人 255 (71.2%） 103 (28.8%） 358
高齢者 　56 (66.7%） 　28 (33.3%） 84
全体 486 (74.1%） 170 (25.9%） 656
494 (68.0%) 228 (31.6%) 722
高校生以下 152 (64.7%) 　83 (35.3%) 235
成人 210 (55.7%) 167 (44.3%) 377
高齢者 　42 (72.4%) 　16 (27.6%) 58












表 4-2-1 調査個所における自転車利用者と歩行者の通行量 
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これらから、白線のみの分離に比べ自転車通行区分の路面を青色に着色したことにより
自転車利用者にとって視覚的に分かりやすくなったことから、整備 2 か月後まで C.L
通行率が向上したと考えられる。しかし、時間が経過することにより、自転車利用者に
おける通行位置の遵守意識が低くなったことから、整備一定期間後には整備 2 か月後に
比べ C.L 通行率が低下したのではないかと考える。 




























図 4-2-2 自転車利用者と歩行者の通行位置の推移 
（カイ 2乗検定 自転車 ：χ2 =49.29   自由度=4 p<0.01，歩行者 ：χ2 = 4.79   自由度=4 p>0.05） 
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整備前と整備後の C.L 通行率は、高校生以下ではほとんど変化がみられなかったが、
成人では 18.1％、高齢者では 10％増加した。一定期間後には、高校生以下の C.L 通行



































図 4-2-3 年齢層別にみた自転車利用者の通行位置の推移 
（カイ 2乗検定 高校生以下 ：χ2 =12.28 自由度=4 p<0.05，成人：χ2 =40.19  自由度=4 p<0.01，高齢者：χ2 = 1.84  自由度=4 p>0.05） 
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図 4-2-4 年齢層別にみた歩行者の通行位置の推移 
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安全性が向上(歩道上) 3.64 3.74 -
安全性が向上(車道) - - 3.41
快適性が向上 3.58 3.70 -
追い越しがしやすくなった - 3.50 -
急ブレーキの減少 - 3.63 -
快適に走行 - - 3.35
自転車の車道走行減少 - - 3.68
歩行者との接触の減少 - 3.59 -
自転車との接触の減少 3.58 3.59 -
車道での危険の減少 - - 3.56
駐車場での危険性の減少 - - 3.17
通行位置の分かりやすさ 3.88 3.96 -
通行空間として十分な幅員 3.79 3.83 -
自転車のマナーが向上 3.02 3.13 3.05
自転車の速度の向上 3.32 3.54 -
以前より危険性が増加 2.65 2.57 -
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るか確認するため、ｔ2値である F 値を用い分析を行った。F 値が 2 以上であれば、有


































表 4-2-3 重回帰分析による整備評価モデル集計結果(歩行者) 
説明変数 係数 標準誤差 t 値 P-値 F値（t2値）
(定数) 0.7393 0.4037 1.8313 0.0724 3.3538
安全性が
向上した
0.1604 0.1613 0.9943 0.3244 0.9886
快適性が
向上した
0.1163 0.1633 0.7121 0.4793 0.5071
自転車との接触など
危険が減少
0.1497 0.1190 1.2582 0.2136 1.5830
通行位置の分かり
やすさが向上
0.1486 0.1441 1.0309 0.3070 1.0628
歩行者空間として
十分な幅員である
0.1006 0.1235 0.8146 0.4187 0.6637
自転車マナー
の向上
0.0284 0.0876 0.3238 0.7473 0.1049
自転車の
速度が向上
0.1934 0.1006 1.9223 0.0597 3.6951
以前に比べ
危険性が増加
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表 4-2-4 重回帰分析による整備評価モデル集計結果(自転車) 
説明変数 係数 標準誤差 t 値 P-値 F値（t2値）
(定数) -0.0971 0.5891 -0.165 0.8701 0.0272
安全性が
向上した
0.8814 0.2915 3.023 0.0047 9.1386
快適性が
向上した
-0.3625 0.3258 -1.113 0.2736 1.2382
歩行者との接触など
危険が減少
0.0295 0.2354 0.125 0.9011 0.0157
自転車との接触など
危険が減少
-0.0760 0.1289 -0.589 0.5596 0.3472
追越がしやすく自由に
走行できるようになった
-0.0070 0.1738 -0.040 0.9682 0.0016
急ブレーキや
急ハンドルが減少
0.0317 0.1971 0.161 0.8731 0.0259
通行位置の分かり
やすさが向上
0.2471 0.2461 1.004 0.3225 1.0080
自転車空間として
十分な幅員である
0.2360 0.1977 1.193 0.2409 1.4244
自転車マナー
の向上
-0.0290 0.1272 -0.228 0.8212 0.0519
自転車の
速度が向上
0.0427 0.1228 0.348 0.7303 0.1208
以前に比べ
危険性が増加
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 調査は、滋賀事務所により平成 22 年 11 月 25 日（木）7 時から 18 時に JR 瀬田駅お
よび JR南草津駅周辺の駐輪場利用者および歩行者を対象に両地区の整備効果について
それぞれアンケート調査を実施している。瀬田地区における配布数は 1080 票であり回
収数は 317 票（回収率：29.4％）である。南草津地区における配布数は 1166 票であり、
表 4-2-5 重回帰分析による整備評価モデル集計結果(自動車・バイク) 
説明変数 係数 標準誤差 t 値 P-値 F値（t2値）
(定数) 0.2040 0.2086 0.9782 0.3303 0.9568
車道での安全
性が向上した
0.4563 0.1347 3.3870 0.0010 11.4720
車道での快適
性が向上した
-0.0092 0.1303 -0.0705 0.9439 0.0050
自転車の車道
走行が減少
-0.0520 0.0986 -0.5271 0.5993 0.2778
車道での自転車との
接触など危険が減少
0.3409 0.1059 3.2197 0.0017 10.3662
自転車マナー
の向上
0.0041 0.0782 0.0520 0.9586 0.0027
駐車場に進入する際の
危険が減少
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を表 4-3-1に示す。全体の通行量は JR 南草津駅西側に位置する県道大津草津線が最も


























歩行者 自転車利用者 合計 (100％)
国道1号
高校生以下 203 (45.4%) 244 (54.6%) 447
成人 506 (43.3%) 663 (56.7%) 1169
高齢者 120 (35.4%) 219 (64.6%) 339
全体 829 (42.4%) 1126 (57.6%) 1955
県道大津草津線
高校生以下 172 (64.7%) 94 (35.3%) 266
成人 314 (52.4%) 285 (47.6%) 599
高齢者 68 (51.1%) 65 (48.9%) 133
全体 554 (55.5%) 444 (44.5%) 998
市道草津線
高校生以下 116 (19.3%) 486 (80.7%) 602
成人 943 (61.2%) 598 (38.8%) 1541
高齢者 91 (54.5%) 76 (45.5%) 167
全体 1150 (49.8%) 1160 (50.2%) 2310
表 4-3-1 対象とした自転車モデル地区の通行量 
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表 4-3-2 対象とした自転車モデル地区の整備概要 
写真 4-3-1 調査対象地区の整備状況 
（国道 1号） （県道大津草津線） （市道草津線） 
自転車 (m) 歩行者 (m) 区分線 路面色 路面表示 看板柱 架空看板 物理的分離














市道草津線 1.20 2.20 有
歩行者：なし
自転車：青色（流入部）
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79.0％と他の分離型に比べ最も低いが、実地調査から得た C.L 通行率は 96.2％と他の
分離型に比べ最も高かった。また、自動車の入出庫部分以外は、連続的に分離柵を設置
した柵分離型の U.B 通行率は 0％である。さらには、ポールを一定間隔に設置したポー
ル分離型の U.B 通行率も 1.1％であり、視覚的分離型の 11.0％に比べ低い。視覚的分離
型において、アンケートで自転車通行区分を利用すると回答した割合は 83.0％である
のに対し、C.L 通行率は 63.7％と 20％程度低いことが分かった。また、利用しない割




















型は、歩行者通行区分を利用する割合が 76.0％であり、C.L 通行率が 72.2％であるた
め、自転車利用者に比べその差が小さいものの、歩行者においても自転車利用者同様、






の分離型よりも低く W.L 通行率や U.B 通行率が高いと考える。 
 
 
図 4-3-1 自転車利用者の遵守意識と遵守実態 
（遵守意識） （遵守実態） 
（カイ 2乗検定 χ2 =326.53 自由度=4  p<0.01） 
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に示す。歩行者の C.L 通行率は全年齢層で 70％以上示しているものの、自転車利用者
の C.L 通行率は 70％未満である。自転車利用者の C.L 通行率は、高校生以下 60.1％、
成人 65.9％、高齢者 69.7％と大きな差はみられないが、年齢層が増加するにつれて高
くなっている。W.L 通行率や U.B 通行率はその逆で、年齢層が増加するにつれて減尐
している。年齢層別に自転車利用者の通行位置に差異がみられるかカイ 2 乗検定を行っ
た結果、有意な差が確認できなかった。歩行者の C.L 通行率は、高齢者が 83.5％と最
も高く、成人は 70.4％と最も低い。U.B 通行率に大きな差はないが、C.L 通行率や W.L
通行率は年齢層により違いがみられた。年齢層別に歩行者の通行位置に差異がみられる













図 4-3-2 歩行者の遵守意識と遵守実態 
（遵守意識） （遵守実態） 
（カイ 2乗検定 χ2 =165.37 自由度=4  p<0.01） 
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それぞれでカイ 2 乗検定を行った。この結果、自転車利用者・歩行者ともに有意水準 1％
であったため、自転車利用者・歩行者のそれぞれの年齢層で通行位置の差異が確認でき
た。図を見ると、全年齢層で自転車利用者・歩行者ともに 80％以上の C.L 通行率を示
しているが、高校生以下の自転車利用者の C.L 通行率は 80.3％であり、他の年齢層に
比べ 10％程度低い。一方、高校生以下の歩行者の C.L 通行率は 90.1％であり、他の年
齢層に比べ最も高い。U.B 通行率は自転車利用者・歩行者ともに全年齢層で 0％から 2％
であり差がみられないが、W.L 通行率は高校生以下の自転車利用者が 18.4％であり、
成人の歩行者が 14.8％と他の年齢層に比べ高い。この理由としては、視覚分離型であ
る市道草津線同様、写真 4-3-4に示すように国道 1 号で調査を実施した付近の交差点で
も滞留する自転車が多くみられ、直進通行をする自転車や歩行者の妨げになっており、
図 4-3-3 視覚分離型における年齢層別の遵守実態 
（カイ 2乗検定：※5％有意） 
※ 
写真 4-3-2  
自転車利用者による並進通行 
写真 4-3-3  
交差点付近の様子(市道草津線) 
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 図 4-3-5 には柵分離型における自転車及び歩行者の通行位置の遵守実態を年齢層別
に示す。年齢層別に通行位置の差異の有無がみられるか、自転車利用者と歩行者のそれ
ぞれでカイ 2 乗検定を行った。この結果、自転車利用者・歩行者ともに有意差が確認で






図 4-3-4 ポール分離型における年齢層別の遵守実態 





写真 4-3-4 交差点付近の様子(国道 1号) 
            第 4 章 自転車通行環境整備モデル地区を対象とした整備効果の検証 






































図 4-3-5 柵分離型における年齢層別の遵守実態 
写真 4-3-5  
歩行者による自転車通行区分への進入 
写真 4-3-6  
歩行者通行区分への自動車の駐車 
            第 4 章 自転車通行環境整備モデル地区を対象とした整備効果の検証 
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離の整備を行った場合、自転車利用者の通行位置の遵守率が約 2 倍増加したと報告してい



















① 自転車利用者の C.L 通行率が整備前に比べ整備後に増加し、整備一定期間後の割合
は整備後とほぼ同じであった。 
② 歩行者の C.L 通行率は、整備前・整備後以降で福井では 7 割以上であり、自転車利
用者に比べ高い。 
③  年齢層別における自転車利用者の C.L 通行率は、整備前・整備後以降で高校生お
よび成人は変化がみられるが、高齢者はあまり変化がみられない。特に成人は整備
後の調査において C.L 通行率が向上した。 










            第 4 章 自転車通行環境整備モデル地区を対象とした整備効果の検証 























① ポール分離型の遵守意識は 86.0％であり、C.L 通行率についても自転車 88.5％、歩
行者 86.9％である。しかし、高校生以下の自転車利用者は他の年齢層に比べ低い。 
② 柵分離型の遵守意識は自転車 79.0％、歩行者 78.0％であり、C.L 通行率については
自転車 96.2％、歩行者 94.8％であることから、意識より 15％程度高い。また全年齢
層で C.L 通行率が高いことが分かった。 
③ 視覚分離型の遵守意識は自転車 83.0％、歩行者 76.0％であり、C.L 通行率について
は自転車 63.7％、歩行者 72.2％であることから、意識より低い。特に自転車は 20％

















                       第 5章 自転車利用環境の改善に向けた考察 






























を白山の支脈 1000m を超す山々に囲まれた盆地である。冬期には 1m を超す積雪があ
る地区もあり、特別豪雪地帯に指定されている 63)積雪地域である。交通特性としては、
平成 17 年に実施された福井都市圏 PT調査の結果によると、自動車を利用する割合は平
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盤の目の城下町を造り始めた 64) （図 5-2）。このようにして、現在の大野市中心市街地
が形成され、現在も 400 年を超える歴史の昔日を彷佛とさせる景観が残っている。こ



































図 5-1 福井県大野市の位置 




図 5-3 福井県大野市の中心市街地の観光資源 
（資料：福井県大野市より提供） 
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平成 23 年 5 月には札幌市自転車総合計画を策定した 67)。これにより、自転車通行空間
の整備やまちの魅力向上のための自転車活用、交通法規やマナーの効果的な周知と啓発
などを推進するとしている。さらに、雪国であるという自然特性を考慮に入れた自転車









出し、住民基本台帳から無作為に選出した 300 世帯（1078 票）に対して平成 24 年 6
月 11 日（月）に郵送配布した。調査票の回収期限は平成 24 年 6 月 30 日(土)とし、回












10代 20代‐30代 40代‐50代 60歳以上 計
男性 33 28 37 63 161 (51.6%)
女性 20 27 49 55 151 (48.4%)
計 53 (17.0%) 55 (17.6%) 86 (27.6%) 118 (37.8%) 312 (100%)
表 5-1 アンケート回答者の属性 
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あり、10 代では 83.3%と他の年代に比べ最も高い割合である。次に 60 歳以上の 34.8％
が続いている。また「家に利用する自転車がない」の項目に着目すると、20 代-30 代で
20.7%と最も高い割合を占めた。自転車の利用頻度に着目すると、10 代による週 1 日
以上の自転車利用をしている割合は 77.8％であり、他の年代に比べ高いことが分かる。  




方、20 代-30 代、40 代-50 代では、自動車に依存している傾向にある。さらに 10 代に


















































図 5-1 年代別にみた自転車の保有状況 
                       第 5章 自転車利用環境の改善に向けた考察 



















られた。次に、自転車での移動時間を図 5-4に示す。20 分以内の移動が 83.5％占めて
いる。この移動時間を国土交通省が示している 70)自転車の速度である時速 15 ㎞を用い
て移動距離を算出すると、5km 圏内の移動であることが分かった。特に 6 分‐10 分の
移動の割合が高い。これらのことから、大野市民の自転車利用距離においても国土交通
省やＥＵ、オーストラリア政府が自転車の利用が時間的に他の交通手段に比べ有利であ






































































































図 5-3 自転車利用の目的 
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図 5-5 雨天時と冬期の自転車利用 
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写真 5-1 冬期の自転車通行空間の状況 
有 無 有 無






















表 5-2 自転車に関連する事故の経験とヒヤリ・ハットの経験 
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図 5-6 市街地内で市民が危険であると感じている個所 
写真 5-2 自転車専用通行帯設置区間の一部区間 
                       第 5章 自転車利用環境の改善に向けた考察 







































図 5-7 自転車通行に係わる交通法規の認識と遵守意識 
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表 5-3 交通法規の認識と遵守意識に関する年代による差 
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転車を保有しており、10 代では 100％の市民が自転車を保有している。 
② 週 1 日以上の自転車を利用する割合は、全体で 41.8％である。また年代別にみると、




れている。また自転車での移動時間は 20 分以内の移動の割合が 83.5％であり、概ね
5km 以内の移動距離であることが分かった。 
図 5-8 今後の自転車利用環境整備に関する市民の要望 
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